
係 東刈谷市

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　

民

ス
　
ト

単位：千円
元年

セ

度 ２年度 ３年度 ４年度

ン

３年度

（決算） （決算

タ

） （決算） （予算） 事

ー

業費内訳

事業費　① 0

1

0 298,764 0 合

0

計 298,764,2

5

90 円
工事請負費 2

8

95,764,810 円

財
　
源

特定財源 0 0 202,900 0 備品購入費 2,999,480 円

一般財源 0 0 95,864 0

職員人件費　② 0 0 7,949 0

総事業費（①＋②） 0 0 306,713 0

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ３年度特定財源名称

３年度までの累積事業費 0 公共施設維持保全基金繰入金
東刈谷市民センター大規模改

５年度以降の事業費見込 0 造事業債

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和４年

Ｐ
　
　
Ｌ
　

度

　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　

（

画
　
∨

Ａ
　
事
　
業
　
概

令

　
要

総合計画
分野 教育

和

文化

基本施策 生涯学習

３

施策体系
施策の内容 生

年

涯学習施設の利用促進

度

目
　
　
　
的

　老朽化し

評

た施設の改修を行うこ

価

とで、施設

主
た
る
内
容

）

　昭和57年に建設さ

刈

れた施設の内装及び設

谷

備
の保全及び利便性の

市

向上を図る。 を改修す

事

る。
　構造：鉄筋コン

務

クリート造2階建て
　

事

規模：延床面積　1,

業

450.39㎡

位
置
づ

評

け

関連計画 公共施設維

価

持保全計画

根拠法令

対

シ

象者 東刈谷市民センタ

ー

ー利用団体及び地域住

ト

民 事業期間 令和３年度

（

～ 令和３年度

実施方法

様

■直営　■委託　□指

式

定管理　□補助・助成

１

　□その他

）

会計名 担当部 教

Ｂ
　
事

育

　
業
　
実
　
績

元年度実

部

績 ２年度実績 ３年度実

一

績 ４年度計画

　 　 ・大

般

規模改造工事 　
　 　 　

会

　 　 　
　 　 　
　　　―

計

―――――― 　　　―

東

―――――― 　　　―

刈

――――――

　関係各

谷

課等と調整を進めなが

市

ら老朽化した建物の機

民

能回復等を目的とする

セ

大規模改造工事を行い

ン

、利便性の向上が図ら

タ

成果
れ、利用者が快適

ー

に施設をできるように

大

なった。

　出張所は工

規

事による休館はなかっ

模

たが、児童館が1月1

改

7日まで、老人センタ

造

ー及び公民館は3月ま

事

で休館したため、長期

業

間の利用制限が発生し

担

た。
課題

指標名称（単

当

位）
実績値 目標値

元年

課

度 ２年度 ３年度 ４年度

東

６年度

活動 工事進捗率

刈

（％） ― ― 100.0

谷

― ―
指標
活動
指標

　近

市

隣市においても施設保

民

全計画に基づいて事業

セ

を実施しているが、計

ン

画のあり方は市によっ

タ

て異なり、当
他市との

ー

市では長寿命化に重点

款

を置いている。
比較検

項

証

目 担当



東刈谷市民センター

10 5 8

Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評

令

価 評価の理由

　築後約

和

40年が経過し、各所

４

に経年劣化が見られ施

年

設の利
・法的業務

高い

度

便性に影響がでている

（

。大規模改造を行うこ

令

とにより施設
必要性 ・

和

市民ニーズ、社会需要

３

の利便性の向上が図ら

年

れるため整備が必要で

度

ある。
・市民生活上必

評

要である　など

　複数

価

の工事を集中して行う

）

ことにより機能低下に

刈

対する
・コストの節減

谷

、費用対効果
普通

即応

市

性に欠けるがコストの

事

削減を図ることができ

務

る。
効率性 ・執行体制

事

の効率性
・手段の最適

業

性　など

　所有者であ

評

る刈谷市が責任をもっ

価

て実施すべきである。

シ

・市が主体となって実

ー

施する
高い妥当性 　べ

ト

き事業であるか
・総合

（

計画との整合性　など

様

　遅滞なく大規模改造

式

工事を行うことができ

２

た。大規模改

施策への

）

・施策への貢献度
高い

会

造は１棟あたりの費用

計

がかかる反面、老朽化

名

対策としての
・目標達

担

成度 効果が高い。
貢献

当

度 ・市民サービスへの

部

効果　など

今後の方向

教

性 □拡充　□現状維持

育

　□改善・効率化　□

部

縮小　□終期設定　□

一

休止・廃止

　令和4年

般

3月事業完了。

会計
東刈

Ｃ
 
　
Ｈ
 
　
Ｅ
 

谷

　
Ｃ
 
　
Ｋ
 
　
∧
　
評

市

　
価
　
∨

民センター大規模改造事業
担当課 東刈谷市民センター

款 項 目 担当係



タ

供を受けることができ

ー

るよ
他市との う、地域

1

の特性や公共的課題を

0

鑑み、多種多様な講座

5

を開催し、生涯学習の

8

推進を行っている。
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ３年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 608 289 195 544 合計 195,150 円
報償費 135,000 円

財
　
源

特定財源 97 32 16 47 需用費 32,890 円
役務費 8,000 円

一般財源 511 257 179 497 使用料及び賃借料 19,260 円

職員人件費　② 3,466 3,360 3,407 0

総事業費（①＋②） 4,074 3,649 3,602 544

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ３年度特定財源名称

３年度までの累積事業費 0 講座受講料

５年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和４

Ｐ
　
　

年

Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　

度

計
　
画
　
∨

Ａ
　
事
　
業

（

　
概
　
要

総合計画
分野

令

教育文化

基本施策 生涯

和

学習
施策体系

施策の内

３

容 学習機会の充実

目
　

年

　
　
的

　多様化する市

度

民の学習要求に応え、

評

誰もが

主
た
る
内
容

　市

価

民ニーズの把握に努め

）

、各種講座を前期
気軽

刈

に学べる機会と場所を

谷

提供し、生涯学習 と後

市

期に分けて約3か月間

事

で開設し、市民が気
の

務

推進と支援を図る。 軽

事

に学習活動に参加でき

業

る場を提供する。

位
置

評

づ
け

関連計画 刈谷市生

価

涯学習推進計画

根拠法

シ

令 社会教育法

対象者 市

ー

内在住・在勤または在

ト

学の人 事業期間 ～

実施

（

方法 ■直営　□委託　

様

□指定管理　□補助・

式

助成　□その他

１）

会計名 担当部

Ｂ

教

　
事
　
業
　
実
　
績

元年

育

度実績 ２年度実績 ３年

部

度実績 ４年度計画

・市

一

民講座開設数　　6講

般

座 ・市民講座開設数　

会

　3講座 ・市民講座開

計

設数　　3講座 ・市民

市

講座開設数　　6講座

民

・市民講座受講者数　

講

109人 ・市民講座受

座

講者数　 40人 ・市

開

民講座受講者数　 3

設

5人 ・市民講座受講者

事

数　 61人
※前期3

業

講座中止 ※後期3講座

担

は、大規模改造工
　事

当

のため未実施

　受講者

課

の知識・教養の向上、

東

技術の習得に資すると

刈

共に、学習者相互のふ

谷

れあいの場を提供する

市

ことにより、生涯学習

民

成果
活動の推進に貢献

セ

することができた。

　

ン

市民講座修了後の受講

タ

者の施設利用を考慮に

ー

入れ、受講者による自

款

主サークルへの参加や

項

新たな自主サークル結

目

成の促

進を図る必要が

担

ある。
課題

指標名称（

当

単位）
実績値 目標値

元

係

年度 ２年度 ３年度 ４年

東

度 ６年度

活動 市民講座

刈

受講者数（人） 109

谷

40 35 61 130
指

市

標
 

指標
　近隣市（安

民

城市）においても、地

セ

区公民館単位で、市民

ン

が多様な学習機会の提



ー

10 5 8

Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　市

令

民の生涯学習活動に対

和

し、学習機会の提供及

４

び活動支
・法的業務

高

年

い
援をしており必要性

度

の高い事業である。
必

（

要性 ・市民ニーズ、社

令

会需要
・市民生活上必

和

要である　など

　各種

３

講座の開催により市民

年

への多様な学習プログ

度

ラムの
・コストの節減

評

、費用対効果
普通

提供

価

、及び学習意欲の一層

）

の向上や参加促進を効

刈

率的に行
効率性 ・執行

谷

体制の効率性 っている

市

。
・手段の最適性　な

事

ど

　時代の変化に対応

務

したプログラムの提供

事

など、市民の生
・市が

業

主体となって実施する

評

高い
涯学習活動を支援

価

するために市の関与は

シ

必要である。
妥当性 　

ー

べき事業であるか
・総

ト

合計画との整合性　な

（

ど

　各種講座を実施す

様

ることで、市民の学習

式

意欲の向上及び

施策へ

２

の ・施策への貢献度
普

）

通
学習活動への参加の

会

促進に寄与している。

計

・目標達成度
貢献度 ・

名

市民サービスへの効果

担

　など

今後の方向性 □

当

拡充　■現状維持　□

部

改善・効率化　□縮小

教

　□終期設定　□休止

育

・廃止

　引き続き、各

部

種講座を行うことで、

一

市民の学習意欲の向上

般

を図るとともに学習活

会

動への参加を促進して

計

いく。

市民講

Ｃ
 

座

　
Ｈ
 
　
Ｅ
 
　
Ｃ
 
　

開

Ｋ
 
　
∧
　
評
　
価
　
∨

設事業
担当課 東刈谷市民センター

款 項 目 担当係 東刈谷市民センタ



ンター
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Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ３年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 103 0 0 344 合計 0 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0

一般財源 103 0 0 344

職員人件費　② 2,310 2,240 2,271 3,409

総事業費（①＋②） 2,413 2,240 2,271 3,753

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ３年度特定財源名称

３年度までの累積事業費 0

５年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和４

Ｐ
　

年

　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧

度

　
計
　
画
　
∨

Ａ
　
事
　

（

業
　
概
　
要

総合計画
分

令

野 教育文化

基本施策 生

和

涯学習
施策体系

施策の

３

内容 学習活動の支援

目

年

　
　
　
的

　東刈谷市民

度

センターの利用団体が

評

日頃の学

主
た
る
内
容

　

価

学習成果の発表・展示

）

、芸能音楽の発表、
習

刈

成果を発表・展示する

谷

ことにより、学習意 茶

市

会等を年1回、東刈谷

事

市民センター全館で実

務

欲の向上と団体間の交

事

流や親睦を図る。 施す

業

る。

位
置
づ
け

関連計画

評

刈谷市生涯学習推進計

価

画

根拠法令 社会教育法

シ

対象者 東刈谷市民セン

ー

ター利用団体及び地域

ト

住民 事業期間 昭和５７

（

年度 ～

実施方法 ■直営

様

　■委託　□指定管理

式

　□補助・助成　□そ

１

の他

）

会計名 担当部 教

Ｂ
　
事
　
業
　

育

実
　
績

元年度実績 ２年

部

度実績 ３年度実績 ４年

一

度計画

2月23日（日

般

）　中止 2月28日（

会

日）　中止 大規模改造

計

工事のため未実施 2月

学

26日（日）
・参加団

習

体数　26団体
・参加

発

者数　　 290人　

表

　
・入場者数　 1,

会

100人

　大規模改造

実

工事のため中止となっ

施

たが、次年度以降の開

事

催方法（開催時期、施

業

設利用の方法、新型コ

担

ロナウイルス感染

成果

当

症対策等）に関し、協

課

議する良い機会となっ

東

た。

　中止の理由は異

刈

なるが昨年度に続き、

谷

開催することができな

市

かった。

課題

指標名称

民

（単位）
実績値 目標値

セ

元年度 ２年度 ３年度 ４

ン

年度 ６年度

活動 参加団

タ

体数（団体） ― ― ― 2

ー

6 28
指標
成果 来館者

款

数【参加者数＋入場者

項

数】 ― ― ― 1,390

目

1,400
指標 （人）

担

　近隣市（安城市）に

当

おいても公民館単位で

係

、利用団体が学習成果

東

の発表する「公民館ま

刈

つり」を年1回開
他市

谷

との 催し、地域の生涯

市

学習活動の啓発を行っ

民

ている。※令和2年度

セ

は全て中止
比較検証



ター
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Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　

令

東刈谷市民センターの

和

利用団体である市民が

４

、日頃の学
・法的業務

年

高い
習成果を発表・展

度

示することで学習意欲

（

の向上と団体間の
必要

令

性 ・市民ニーズ、社会

和

需要 交流や親睦を図る

３

ため、必要性の高い事

年

業である。
・市民生活

度

上必要である　など

　

評

東刈谷市民センターの

価

利用団体で構成される

）

実行委員会
・コストの

刈

節減、費用対効果
普通

谷

に委託し、活動の充実

市

・活性化を図り、学習

事

意欲の一層の
効率性 ・

務

執行体制の効率性 向上

事

や参加促進を行い、効

業

率的な運営を行ってい

評

る。
・手段の最適性　

価

など

  学習成果の発

シ

表の場の提供など市民

ー

の生涯学習活動を支
・

ト

市が主体となって実施

（

する
高い

援するために

様

市の関与は必要である

式

。
妥当性 　べき事業で

２

あるか
・総合計画との

）

整合性　など

　学習発

会

表会を実施することで

計

、市民の学習意欲の向

名

上及

施策への ・施策へ

担

の貢献度
普通

び学習活

当

動への参加の促進に寄

部

与している。
・目標達

教

成度
貢献度 ・市民サー

育

ビスへの効果　など

今

部

後の方向性 □拡充　■

一

現状維持　□改善・効

般

率化　□縮小　□終期

会

設定　□休止・廃止

　

計

引き続き、学習発表会

学

を行うことで、市民の

習

学習意欲の向上を図る

発

とともに学習活動への

表

参加を促進していく。

会実施事

Ｃ
 
　
Ｈ
 

業

　
Ｅ
 
　
Ｃ
 
　
Ｋ
 
　

担

∧
　
評
　
価
　
∨

当課 東刈谷市民センター

款 項 目 担当係 東刈谷市民セン



1

成果 施設利用率（％）

0

36.2 22.7 19

5

.6 38.0 38.0

8

指標
　近隣市（安城市）においても、地区公民館単位で、施設管理コストの削減に努め、また、積極的に利用者

他市との からの意見収集に努め、適切に対処することで、よりよい施設環境の提供を行っている。
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ３年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 12,355 11,896 7,175 14,751 合計 7,175,145 円
需用費 1,926,331 円

財
　
源

特定財源 1,519 852 170 1,635 役務費 164,819 円
委託料 5,029,908 円

一般財源 10,836 11,044 7,005 13,116 使用料及び賃借料 54,087 円

職員人件費　② 6,546 10,079 6,056 6,818

総事業費（①＋②） 18,901 21,975 13,231 21,569

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ３年度特定財源名称

３年度までの累積事業費 0 市民センター使用料
電話料実費徴収金

５年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和４

Ｐ
　
　
Ｌ
　

年

　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　

度

画
　
∨

Ａ
　
事
　
業
　
概

（

　
要

総合計画
分野 教育

令

文化

基本施策 生涯学習

和

施策体系
施策の内容 生

３

涯学習施設の利用促進

年

目
　
　
　
的

　生涯学習

度

施設（東刈谷市民セン

評

ター）とし

主
た
る
内
容

価

　施設利用に係る受付

）

事務、施設清掃、各種

刈

て維持管理に努め、利

谷

用者の利便を図る。 設

市

備機器の日常・定期点

事

検を通じて、施設の
適

務

正な維持・保守管理を

事

行う。

位
置
づ
け

関連計

業

画 刈谷市生涯学習推進

評

計画

根拠法令 社会教育

価

法、刈谷市市民センタ

シ

ー条例、刈谷市公民館

ー

条例

対象者 市民 事業期

ト

間 昭和５７年度 ～

実施

（

方法 ■直営　■委託　

様

□指定管理　□補助・

式

助成　□その他

１）

会計名 担当部

Ｂ

教

　
事
　
業
　
実
　
績

元年

育

度実績 ２年度実績 ３年

部

度実績 ４年度計画

東刈

一

谷公民館利用者数 東刈

般

谷公民館利用者数 東刈

会

谷公民館利用者数 東刈

計

谷公民館予定数
　　　

施

　　　　　 25,7

設

62人 　　　　　　　

管

　　7,369人 　　

理

　　　　　　　1,4

事

16人 　　　　　　　

業

　24,000人
施設

担

利用率 　36.2％

当

施設利用率　22.7

課

％ 施設利用率　19.

東

6％ 施設利用率　38

刈

.0％
※大規模改造工

谷

事（令和3年7
月～令

市

和4年3月）

　身近な

民

学習施設である東刈谷

セ

市民センターで、公民

ン

館利用者が気軽に利用

タ

できるよう住民の利便

ー

を図り生涯学習の場を

款

成果
提供できた。

 施

項

設利用率が減少傾向に

目

あり、市民講座参加者

担

などに新たなサークル

当

活動を促すなど、公民

係

館利用者数、施設利用

東

率を

増やす施策が求め

刈

られる。
課題

指標名称

谷

（単位）
実績値 目標値

市

元年度 ２年度 ３年度 ４

民

年度 ６年度

活動 東刈谷

セ

公民館利用者数（人）

ン

25,762 7,36

タ

9 1,416 24,0

ー

00 24,000
指標


